
＜ソフトウェア業，情報処理・提供サービス業調査票＞

項目区分を一部変更 ５　年間売上高の契約先産業別割合 ５　年間売上高の契約先産業別割合

項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額 ＜削除＞

項目の一部削除及び追加
　Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。） Ⅰ　事業所の年間営業費用及び「主たる業務」の年間営業費用

　　（消費税額を含む。）

＜追加＞
　情報サービス産業の特徴の
一つに下請構造があげられる。
その中でも、昨今、急激に海外
でのオフショア開発（海外への
外注）が進んでおり、外注費に
おける「国内、国外」の別を把握
する。

特定サービス産業実態調査　調査事項の新旧対照表　（案）　

　調査対象者から「個人向けの
割合の記載箇所が分かりにく
い」との指摘を踏まえ、「個人」
の欄を設定。

改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）改正内容

　１８年調査結果から、経費項
目の「主たる業務」を切り出して
回答することが困難であるとす
る事業者が多く見られたこと、
平成１８年の調査結果から当該
業種の「主たる業務」の年間営
業費用は全体の年間営業費用
の約８割を占めており、あえて
把握する必要性が乏しいことか
ら削除した。

　情報化投資による生産性向
上を把握するため営業費用の
うち、「賃借料（情報通信機器）」
の欄を設定。

％ ％ ％ 100%％ ％ ％ ％

同業者 その他 合　計

年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％

不動産業
飲食店，
宿泊業

サービス業 公　務
情報通信業
（同業者を除

く）
運輸業

卸 売・
小 売 業

金 融・
保 険 業

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス
・熱供給
･水道業

％ ％ ％ 100%％ ％ ％ ％％ ％ ％ ％年 間 売 上 高 ％ ％ ％

同業者

その他

合　計その他
の産業

個人
不動産業

飲食店，
宿泊業

サービス業 公　務
情報通信業

(同業者を除く)
運輸業

卸 売・
小 売 業

金 融・
保 険 業

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス
・熱供給
･水道業

区 分 兆 千億 百億 十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費
国 内 に 発 注 し た 費 用

国 外 に 発 注 し た 費 用

十億 億 千万 百万

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

減 価 償 却 費

賃 借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装置

情 報 通 信 機 器

そ の 他
そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

外 注 費

減 価 償 却 費

賃 借 料
土 地 ・ 建 物

機 械 ・ 装 置

給 与 支 給 総 額

百億 十億 億十万 万円
区 分

事 業 所 主 た る 業 務

兆 千億 百億 十億 億 百万 十万千万 百万 兆 千億 万円千万

資料５

１



改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）改正内容

項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額

項目の一部追加
　Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額
       （ 消費税額を含む。）

　Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額
　　　（消費税額を含む。）

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数
　Ⅰ 事業所の従業者数 　Ⅰ 事業所の従業者数

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数
　Ⅱ 「主たる業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣して
    　いる人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。)

　Ⅱ 「主たる業務」の部門別従事者数　（別経営の事業所に派遣している
　　　人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。)

　情報化投資による生産性向
上を把握するため固定資産取
得額のうち、「情報通信機器」の
欄を設定。
　生産性のインプットをより正確
に把握するため「無形固定資
産」の欄を設定。

　サービス産業においては雇用
形態の多様化が進み、パートや
アルバイト従業者の構成が高く
なっている。こうした従業者につ
いて「就業時間換算」での人数
を把握することにより、パート・
アルバイト以外の従業者と合算
して労働生産性（従業者一人当
たりの売上高又は粗々付加価
値）の計測を行う。
　なお、「パート・アルバイトの就
業時間換算」の調査は、法人企
業統計、企業活動基本調査、
商業統計においても時間換算
の調査を行っているところ。

　当該業務に係る事業活動の
実態把握を行うため、事業活動
を行う際そこに従事する者の業
務の役割付け毎に外部依存の
状態を把握するため、内数とし
て別経営の事業所からの派遣
の受入状況に係る項目を設
定。
　また、項目名をわかりやすくす
るため、「従事者数」を「事業従
事者数」に変更する。

②有給役員  ④パート・

アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

人 人

人

   ⑤臨時雇用者
     （常用雇用者
    以外の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

人

うち　別経営の事業所
に派遣している人

人 人 人

人

常 用 雇 用 者

女

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、
「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人

人 人 人 人

総計のほかに別経営の
事業所から派遣されて
いる人

男 人 人

　①個人業主(個人経
　　 営の事業主）及び
　　 無給の家族従業者

　③一般に正社員、正職員
　    などと呼ばれている人

人

区 分

そ  の  他

人

 システムエンジニア

人

プ ロ グ ラ マ

人

研  究  員

人 人

部門別区分

従 事 者

管理・営業部門

人

合　  計

合 計

注１．耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の有形固定資産の
　　   取得額（購入手数料を含む。）を記入してください。

注２．過去１年間に営業用有形固定資産の取得額がない場合は、合計
       欄に「０」を記入してください。

万円

機 械 ・ 設 備 ・ 装 置

土 地

建物・その他の有形固定資産

億 千万 百万 十万区　　　　分 千億 百億 十億

 ④パート・

アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３． 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間によって算出してください。

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、
「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人 （ 人） 人人 （ 人） 人女 人 人 人

人 （ 人） 人人 （ 人） 人

区 分
　①個人業主(個人経
　　 営の事業主）及び
　　 無給の家族従業者

②有給役員

常 用 雇 用 者

　③一般に正社員、正職員
　    などと呼ばれている人 (就業時間換算雇用者数)

   ⑤臨時雇用者
     （常用雇用者
    以外の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の事業所
から派遣されている人うち　別経営の事業所に派

遣している人

男 人 人 人

人

人

人 人
うち 別経営 の事 業所

から派遣されている人
人 人

部 門 別 区 分 管理・営業部門
システム

エンジニア
その他 合　　計

人事 業 従 事 者 数 人 人 人

プログラマ 研究員

注１．　耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記入してください。

注２．　過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

注３．　「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、
　　　　 端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ( コンピュータ設計・
　　　　 製造システム ) などをいいます。

十万 万円十億 億 百万千万百億千億

合 計

有形
固定
資産

機械・
設備・
装置

情報通信機器

そ の 他

土 地

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

区 分

２



＜映像情報制作・配給業調査票＞   

項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額
　Ⅰ 企業全体の年間営業費用（ 消費税額を含む。） 　Ⅰ 企業全体の年間営業費用（ 消費税額を含む。）

項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額
項目の一部追加 　Ⅱ 企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額 （ 消費税額を含む。） 　Ⅱ 企業全体の過去１年間における営業用有形固定資産取得額 （ 消費税額を含む。）

　財務諸表上の表現に合わせ
ることとし、「広告費」を「広告宣
伝費」に変更する。

　情報化投資による生産性向
上を把握するため固定資産取
得額のうち、「情報通信機器」の
欄を設定。
　生産性のインプットをより正確
に把握するため「無形固定資
産」の欄を設定。

項目の一部追加及び区分
名称変更

改正内容

特定サービス産業実態調査　調査事項の新旧対照表　（案）　

改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）

　情報化投資による生産性向
上を把握するため営業費用の
うち、「賃借料（情報通信機器）」
の欄を設定。

注１．

注２．

十万

過去１年間に営業用有形固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を
記入してください。

百万千万百億 億千億区　　　　分

機 械 ・ 設 備 ・ 装 置

土 地

建物・ その 他の有形 固定資産

合 計

耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の有形固定資産の取得額（購入
手数料を含む。）を記入してください。

万円十億

注１．

十万百万千万百億 億千億区 分

有
形
固
定
資
産

万円十億

機械・
設備・
装置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

土 地

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含
む。）を記入してください。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してくだ
さい。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、
ファクシミリ、電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、Ｃ
ＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ設計・製造システム)などをいいます。

減 価 償 却 費

機 械 ・ 装 置

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

国 外

配 給 権
獲 得 費

国 内

版権獲得費
国 外

国 内

広 告 費

配 収 支 払 費

土 地 ・ 建 物

外 注 費

賃 借 料

千億

給 与 支 給 総 額

制 作 費
人 件 費

その他の制作費

十億兆 億 千万 百万百億 十万 万円区 分

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

広 告 宣 伝 費

減 価 償 却 費

賃
借

料

土 地 ・ 建 物

機械・

装置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

配 収 支 払 費

版権獲得費
国 内

国 外

外 注 費

配 給 権

獲 得 費

国 内

国 外

十万 万円

給 与 支 給 総 額

制 作 費
人 件 費

その他の制作費

十億 億 千万 百万区 分 兆 千億 百億

３



改正内容 改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数
　Ⅰ 企業全体の従業者数 　Ⅰ 企業全体の従業者数

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数

　サービス産業においては雇用
形態の多様化が進み、パートや
アルバイト従業者の構成が高く
なっている。こうした従業者につ
いて「就業時間換算」での人数
を把握することにより、パート・
アルバイト以外の従業者と合算
して労働生産性（従業者一人当
たりの売上高又は粗々付加価
値）の計測を行う。

　Ⅱ 「映像情報制作・配給業務」の部門別事業従事者数　（別経営の企業
に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。）

　Ⅱ 「映像情報制作・配給業務」の部門別従事者数　（別経営の企業に派
遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含む。

　なお、「パート・アルバイトの就
業時間換算」の調査は、法人企
業統計、企業活動基本調査、
商業統計においても時間換算
の調査を行っているところ。

  当該業務に係る事業活動の
実態把握を行うため、事業活動
を行う際そこに従事する者の業
務の役割付け毎に外部依存の
状態を把握するため、内数とし
て別経営の企業からの派遣の
受入状況に係る項目を設定。
　また、項目名をわかりやすくす
るため、「従事者数」を「事業従
事者数」に変更する。

人

宣伝部門 その他部門別区分

従　事　者

配給部門企画部門管理・営業部門

人 人人

制作部門

人 人

合　計

人

②有給役員

注１．

注2．

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、企業で「嘱託」、

「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

人

女 人 人 人 人 人 人 人 人

うち　別経営の企業に

派遣している人

男 人 人 人 人 人 人 人

区分
①個人業主(個人経営

　の事業主）及び無給

　の家族従業者

常 用 雇 用 者 ⑤臨時雇用者

（常用雇用者以

　外の雇用者）

総　　計

（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の

企業から派遣されてい

る人
③一般に正社員、正職員

    などと呼ばれている人

 ④パート・

     アルバイトなど

②有給役員  ④パート・アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３． 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴企業（貴社）の所定労働時間によって算出してください。

 (    　　　　　　　　　　  人) 人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、10月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、企業で「嘱託」、

「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

 (    　　　　　　　　　　  人) 人

女 人 人 人 人   (                         人) 人 人

人   (                         人) 人 人男 人 人 人

総　　計

（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の企

業から派遣されている人
　③一般に正社員、正職員

　    などと呼ばれている人

(うち　別経営の企業に派

遣している人)(就業時間換算雇用者数)

区 分

　①個人業主(個人経

　　 営の事業主）及び

　　 無給の家族従業者

常 用 雇 用 者    ⑤臨時雇用者

     （常用雇用者

    以外の雇用者）

人 人 人 人
うち 別経営の企業から

派 遣 さ れ て い る 人
人 人 人

合　計

事　業　従　事　者　数 人 人 人 人 人 人 人

部門別区分 管理・営業部門 企画部門 制作部門 配給部門 宣伝部門 その他

４



＜クレジットカード業，割賦金融業調査票＞   

項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額
項目の一部追加 　Ⅰ 企業全体の年間営業費用及び「クレジットカード業務，割賦金融業務」 　Ⅰ 企業全体の年間営業費用及び「クレジットカード業務，割賦金融業務」

　　の年間営業費用（消費税額を含む。） 　　　の年間営業費用（消費税額を含む。）

項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額
項目の一部追加 　Ⅱ 企業全体の過去１年間における営業用固定資産取得額 （消費税額を含む。） 　Ⅱ 企業全体の過去１年間における営業用有形固定資産取得額 （消費税額を含む。）

改正内容

特定サービス産業実態調査　調査事項の新旧対照表　（案）　

新（平成２０年調査）

　情報化投資による生産性向
上を把握するため固定資産取
得額のうち、「情報通信機器」の
欄を設定。
　生産性のインプットをより正確
に把握するため「無形固定資
産」の欄を設定。

　情報化投資による生産性向
上を把握するため営業費用のう
ち、「賃借料（情報通信機器）」
の欄を設定。

改正理由旧（平成１９年調査）

※クレジットカード・割賦金融業に
ついては、企業全体の年間営業費
用に占める主たる業務の年間営業
費用の割合が他業種と比べて少な
いため、主たる業務の年間営業費
用を別途把握する。

外 注 費

十億

給 与 支 給 総 額

百億

減 価 償 却 費

賃 借 料
土 地 ・ 建 物

機 械 ・ 装 置

兆 十億千億 億万円 兆億 千万

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

企 業 全 体

百万 十万十万 百億

金 融 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

区 分
万円

クレジットカード業務，割賦金融業務

千億 百万千万

合 計

金 融 費 用

そ の 他 の 営 業 費 用

機械・
装置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

万円億 千万 百万 十万兆 千億 百億 十億兆 千億 百億

給 与 支 給 総 額

外 注 費

減 価 償 却 費

賃 借
料

土 地 ・ 建 物

区 分
企 業 全 体 クレジットカード業務，割賦金融業務

十億 億 千万 百万 十万 万円

注２．過去１年間に営業用有形固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を
　　　 記入してください。

建物・その他の有形固定資産

合 計

注１．耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の有形固定資産の取得額（購入
       手数料を含む。）を記入してください。

機 械 ・ 設 備 ・ 装 置

土 地

千万 百万 十万 万円千億 百億 十億 億区 分

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、
電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュー
タ設計・製造システム)などをいいます。

注２． 過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

無 形 固 定 資 産

合 計

注１． 耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記
入してください。

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

土 地

建物・その他の有形固定資産

千万 百万 十万 万円千億 百億 十億 億区 分

５



改正内容 新（平成２０年調査） 改正理由旧（平成１９年調査）

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数
　Ⅰ 企業全体の従業者数 　Ⅰ 企業全体の従業者数

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数
　Ⅱ 「クレジットカード業務，割賦金融業務」の部門別事業従事者数（別経
営の企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を
含む。）

　Ⅱ 「クレジットカード業務，割賦金融業務」の部門別従事者数（別経営の
企業に派遣している人を除き、別経営の企業から派遣されている人を含
む。）

　サービス産業においては雇用
形態の多様化が進み、パートや
アルバイト従業者の構成が高く
なっている。こうした従業者につ
いて「就業時間換算」での人数
を把握することにより、パート・
アルバイト以外の従業者と合算
して労働生産性（従業者一人当
たりの売上高又は粗々付加価
値）の計測を行う。

　なお、「パート・アルバイトの就
業時間換算」の調査は、法人企
業統計、企業活動基本調査、
商業統計においても時間換算
の調査を行っているところ。

  当該業務に係る事業活動の
実態把握を行うため、事業活動
を行う際そこに従事する者の業
務の役割付け毎に外部依存の
状態を把握するため、内数とし
て別経営の企業からの派遣の
受入状況に係る項目を設定。
　また、項目名をわかりやすくす
るため、「従事者数」を「事業従
事者数」に変更する。

合　　計

人人

そ　の　他

人

審査部門

従 事 者

顧客・加盟店
管理部門

人人

部 門 別 区 分 管理・営業部門

②有給役員

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

人 人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、企業で「嘱託」、
「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人 人 人

女 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人

常 用 雇 用 者 ⑤臨時雇用者
（常用雇用者以
　外の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の企業
から派遣されている人③一般に正社員、正職員

    などと呼ばれている人
④ パ ー ト ・
ア ル バ イ ト な ど

うち　別経営の企業に
派遣している人

区　分
①個人業主(個人経
　 営の事業主）及び
　 無給の家族従業者

男 人

部 門 別 区 分 管理・営業部門
顧客・加盟店

管理部門
合　　計

事 業 従 事 者 数 人 人 人 人

審査部門 そ　の　他

人 人 人

人

うち 別経営の企業から派

遣 さ れ て い る 人
人 人

 ④パート・

アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３． 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴企業（貴社）の所定労働時間によって算出してください。

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、企業で「嘱託」、

「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人 （ 人） 人人 （ 人） 人女 人 人 人

人 （ 人） 人

(うち　別経営の企業に派遣

している人)(就業時間換算雇用者数)

男 人 人 人 人 （ 人） 人

区 分
　①個人業主(個人経

　　 営の事業主）及び

　　 無給の家族従業者

②有給役員

常 用 雇 用 者    ⑤臨時雇用者

     （常用雇用者

    以外の雇用者）

総　　計

（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の企業から

派遣されている人　③一般に正社員、正職員

　    などと呼ばれている人

６



＜デザイン・機械設計業調査票＞  

項目名及び項目区分を一部５　年間売上高の契約先産業別割合 ５　年間売上高の契約先産業別割合
変更

項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額
項目の一部追加 　Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。） 　Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。）

項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額
項目の一部追加 　Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （ 消費税額を含む。） 　Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額 （ 消費税額を含む。）

　情報化投資による生産性向上
を把握するため営業費用のう
ち、「賃借料（情報通信機器）」
の欄を設定。

特定サービス産業実態調査　調査事項の新旧対照表　（案）　

改正内容

　情報化投資による生産性向上
を把握するため固定資産取得
額のうち、「情報通信機器」の欄
を設定。
　生産性のインプットをより正確
に把握するため「無形固定資
産」の欄を設定。

改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）

　調査対象者から「個人向けの
割合の記載箇所が分かりにく
い」との指摘を踏まえ、「個人」
の欄を設定。

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス
・熱供給
･水道業

情　 報
通信業

運輸業
卸 売・

小 売 業
金　 融・
保 険 業

不動産業
飲食店，
宿泊業

サービス業
（同業者を

除く）
公　務 同業者

その他
合　計その他

の産業
個人

％ ％ ％年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％％％ ％ ％ ％ ％ ％ 100%

合 計

賃 借 料

外 注 費

万円区 分

土 地 ・ 建 物

機 械 ・ 装 置

そ の 他 の 営 業 費 用

給 与 支 給 総 額

千万十億

減 価 償 却 費

千億 百万兆 百億 十万億

区 分

機 械 ・ 設 備 ・ 装 置

土 地

百万千万

注２．

十万

合 計

百億 十億 万円億

耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の有形固定資産の取得額（購入
手数料を含む。）を記入してください。

過去１年間に営業用有形固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を
記入してください。

千億

建物・その他の有形固定資産

注１．注１．

注２．

耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記
入してください。

過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、
電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュー
タ設計・製造システム)などをいいます。

建物・その他の有形固定資産

そ の 他

土 地

万円億千億

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装置

合 計

区 分 百億 十億

無 形 固 定 資 産

情報通信機器

十万百万千万

％ ％ ％ ％年間売上高 ％ ％ ％

契  約 先
産業区分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・

熱供給･水道業
情報通信業 運輸業

卸 売・
小 売 業

金 融・
保 険 業

不動産業
飲食店，
宿泊業

％

サービス業（同
業者を除く）

公　務 同業者 その他 合　計

％ ％％ ％ ％ 100%

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・

装置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

十万 万円

給 与 支 給 総 額

外 注 費

十億 億 千万 百万区 分 兆 千億 百億

７



改正内容 改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数
　Ⅰ 事業所の従業者数 　Ⅰ 事業所の従業者数

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数

　サービス産業においては雇用
形態の多様化が進み、パートや
アルバイト従業者の構成が高く
なっている。こうした従業者につ
いて「就業時間換算」での人数
を把握することにより、パート・ア
ルバイト以外の従業者と合算し
て労働生産性（従業者一人当た
りの売上高又は粗々付加価値）
の計測を行う。

　なお、「パート・アルバイトの就
業時間換算」の調査は、法人企
業統計、企業活動基本調査、商
業統計においても時間換算の
調査を行っているところ。

Ⅱ　「デザイン・機械設計業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所
に派遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

Ⅱ　「デザイン・機械設計業務」の部門別従事者数　（別経営の事業所に派
遣している人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

  当該業務に係る事業活動の実
態把握を行うため、事業活動を
行う際そこに従事する者の業務
の役割付け毎に外部依存の状
態を把握するため、内数として
別経営の事業所からの派遣の
受入状況に係る項目を設定。
　また、項目名をわかりやすくす
るため、「従事者数」を「事業従
事者数」に変更する。

②有給役員

注１．

注２．「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

人

常 用 雇 用 者

 ④パート・
　　アルバイトなど

③一般に正社員、正職員
    などと呼ばれている人

うち　別経営の事業所
に派遣している人

人

人人 人人

人

⑤臨時雇用者
（常用雇用者以
　外の雇用者）

人

総　　計
（①～⑤の合計）

人

個人業主(個人経営
の事業主）及び無給
の家族従業者

男

①

人 人人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、
「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

女 人人 人

総計のほかに別経営の
事業所から派遣されて
いる人

人

区分

人

ディスプレイ その他インテリア

管理・営業
部        門 インダストリアル

人 人人 人

機　械　設　計　部　門

合  計
部 門 別
区 分

従 事 者 人 人人 人

マルチメディア 機械系
テキスタイル，
ファッション

人

グラフィック

人 人人

その他電気系パッケージ

デ ザ イ ン 部 門

テキスタイル，

ファッショ ン
グラフィック ディスプレイ インテリア

人 人事　業　従　事　者　数 人 人 人

マルチメディア その他 機械系 電気系

人

人 人 人 人

人 人人

部 門 別

区 分

管理・営業

部        門

デ ザ イ ン 部 門 機　械　設　計　部　門

合  計
インダストリアル パッケージ その他

人 人

人 人 人 人

う ち 別経 営の事 業所 から

派 遣 さ れ て い る 人
人 人 人 人 人 人 人

 ④パート・

アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３． 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間によって算出してください。

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、

「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人 （ 人） 人人 （ 人） 人女 人 人 人

人 （ 人） 人人 （ 人） 人男 人 人 人

 ⑤臨時雇用者

   （常用雇用者

  以外の雇用者）

総　　計

（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の

事業所から派遣されてい

る人
　③一般に正社員、正職員

　    などと呼ばれている人

うち　別経営の事業所

に派遣している人
(就業時間換算雇用者数)

区 分
①個人業主(個人経

  営の事業主）及び

  無給の家族従業者

②有給役員

常 用 雇 用 者

８



＜各種物品賃貸業，産業用機械器具賃貸業，事務用機械器具賃貸業調査票＞  

項目区分を一部変更 ５　年間売上高の契約先産業別割合 ５　年間売上高の契約先産業別割合

＜削除＞
項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額

　Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。）

＜追加＞
　情報化投資による生産性向
上を把握するため営業費用のう
ち、「賃借料（情報通信機器）」
の欄を設定。

項目名の変更 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額
項目の一部追加 　Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （ 消費税額を含む。）

特定サービス産業実態調査　調査事項の新旧対照表　（案）　

　Ⅰ　事業所の年間営業費用及び「主たる業務」の年間営業費用（消費税
額を含む。）

改正内容 改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）

　Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額
　　　　（消費税額を含む。）

項目の一部削除
及び追加

　調査対象者から「個人向けの
割合の記載箇所が分かりにく
い」との指摘を踏まえ、「個人」
の欄を設定。

　固定資本にかかる負担が重
く、その多くが賃貸物品の保有
で有るとの観点から、固定資本
について他業種より詳細に把握
する必要があると考えられる。
このため、賃貸物件の購入に
係る固定資本取得額を、「レン
タル・リース物件」としてその他
の物品の購入や自社の建物等
の固定資本取得と分けて把握
する。
　情報化投資による生産性向
上を把握するため固定資産取
得額のうち、「情報通信機器」の
欄を設定。
　生産性のインプットをより正確
に把握するため「無形固定資
産」の欄を設定。

　１８年調査結果から、経費項
目の「主たる業務」を切り出して
回答することが困難であるとす
る事業者が多く見られたこと、
平成１８年の調査結果から当該
業種の「主たる業務」の年間営
業費用は全体の年間営業費用
の８割を占めており、あえて把
握する必要性が乏しいことから
削除した。

％ ％ ％ 100%％ ％ ％ ％％ ％ ％ ％リ ー ス 年 間 契 約 高 ％ ％ ％

％ ％ ％ 100%％ ％ ％ ％％ ％ ％ ％レ ン タ ル 年 間 売 上 高 ％ ％ ％

同業者

その他

合　計その他
の産業

個人
不動産業

飲食店，
宿泊業

サービス業
(同業者を除く)

公　務
情  報
通信業

運輸業
卸 売・

小 売 業
金 融・

保 険 業
契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス
・熱供給
･水道業

注１．耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記入
　　　 してください。
注２．過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。
注３．「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、
　　　電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コンピュータ
　　　設計・製造システム)などをいいます。

無 形 固 定 資 産

合 計

有形
固定
資産

機械・設
備・装置

レ ン タ ル ・ リ ー ス 物 件

情 報 通 信 機 器

そ の 他

土 地

建 物 ・ そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

千万 百万 十万 万円千億 百億 十億 億区 分 兆

％ ％ 100%％ ％ ％ ％％ ％ ％ ％リース年間契約高 ％ ％ ％

％ ％ ％ 100%％ ％ ％ ％

同業者 その他 合　計

レンタル年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％

不動産業
飲食店，
宿泊業

サービス
業（同業
者を除く）

公　務
情報通信

業
運輸業

卸 売・
小 売 業

金 融・
保 険 業

契
約
先

産業

建 設 業 製 造 業

電気･ガ
ス・

熱供給･水
道業

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

資 金 原 価

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・装置
情 報 通 信 機 器

そ の 他

千万 百万区 分 兆

給 与 支 給 総 額

貸 与 資 産 原 価

十億 億千億 百億 十万 万円

百億

注１．耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の有形固定資産の取得額
　　    （購入手数料を含む。）を記入してください。

合 計

兆 十億

建物・その他の有形固定資産

億 千万 百万

機 械 ・ 設 備 ・ 装 置

土 地

注２．過去１年間に営業用有形固定資産の取得額がない場合は、合計欄に
　　　　「０」を記入してください。

区 分 千億 万円十万

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

貸 与 資 産 原 価

資 金 原 価

減 価 償 却 費

賃 借 料
土地・建物

機械・装置

百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

百億 十億 億 千万十万 万円 兆 千億
区 分

事 業 所 主 た る 業 務

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万

９



改正内容 改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数
　Ⅰ 事業所の従業者数 　Ⅰ 事業所の従業者数

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数

　Ⅱ 「主たる業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣して
     いる人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

　Ⅱ 「主たる業務」の部門別従事者数　（別経営の事業所に派遣している
　　　人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

　当該業務に係る事業活動の
実態把握を行うため、事業活動
を行う際そこに従事する者の業
務の役割付け毎に外部依存の
状態を把握するため、内数とし
て別経営の事業所からの派遣
の受入状況に係る項目を設
定。
  また、項目名をわかりやすくす
るため、「従事者数」を「事業従
事者数」に変更する。

　サービス産業においては雇用
形態の多様化が進み、パートや
アルバイト従業者の構成が高く
なっている。こうした従業者につ
いて「就業時間換算」での人数
を把握することにより、パート・
アルバイト以外の従業者と合算
して労働生産性（従業者一人当
たりの売上高又は粗々付加価
値）の計測を行う。
　なお、「パート・アルバイトの就
業時間換算」の調査は、法人企
業統計、企業活動基本調査、
商業統計においても時間換算
の調査を行っているところ。

部門別区分

人人 人

合　計

人

管理・営業部門 その他
保守・管理・
操作部門

従 事 者

②有給役員 　④パート・
アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

人人

人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」
は、事業所で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人

人

人女

　①個人業主(個人経
　　 営の事業主）及び
　　 無給の家族従業者

男 人

人

うち　別経営の事業所
に派遣している人

人 人

総　　計
（①～⑤の合計）

人

　③一般に正社員、正職員
　    などと呼ばれている人

総計のほかに別経営の
事業所から派遣されて
いる人

　⑤臨時雇用者
　　（常用雇用者
　　以外の雇用者）

常 用 雇 用 者

人人

人人

人

区分
 ④パート・

アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３． 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間によって算出してください。

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、
「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人 （ 人） 人人 （ 人） 人女 人 人 人

人 （ 人） 人人 （ 人） 人男 人 人 人

常 用 雇 用 者    ⑤臨時雇用者
     （常用雇用者
    以外の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の事業
所から派遣されている人　③一般に正社員、正職員

　    などと呼ばれている人
うち　別経営の事業所に
派遣している人(就業時間換算雇用者数)

区 分
　①個人業主(個人経
　　 営の事業主）及び
　　 無給の家族従業者

②有給役員

人

事 業 従 事 者 数 人 人 人

う ち 別 経 営 の 事 業 所

か ら 派 遣 さ れ て い る 人
人 人 人

人

部門別区分 管理・営業部門 保守・管理・操作部門 その他 合計

10



＜広告代理業，その他の広告業調査票＞   

項目区分を一部変更 ５　年間売上高の契約先産業別割合 ５　年間売上高の契約先産業別割合

項目名の変更 ＜削除＞
項目の一部削除及び追加 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額

　Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。）

＜追加＞
　情報化投資による生産性向上
を把握するため営業費用のう
ち、「賃借料（情報通信機器）」
の欄を設定。

項目名の変更
項目の一部追加 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額

　Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額
     （ 消費税額を含む。）

　Ⅱ　事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額
　　　（消費税額を含む。）

　情報化投資による生産性向上
を把握するため固定資産取得
額のうち、「情報通信機器」の欄
を設定。
　生産性のインプットをより正確
に把握するため「無形固定資
産」の欄を設定。

　１８年調査結果から、経費項
目の「主たる業務」を切り出して
回答することが困難であるとす
る事業者が多く見られたこと、平
成１８年の調査結果から当該業
種の「主たる業務」の年間営業
費用は全体の年間営業費用の
９割を占めており、あえて把握す
る必要性が乏しいことから削除
した。

特定サービス産業実態調査　調査事項の新旧対照表　（案）　

　調査対象者から「個人向けの
割合の記載箇所が分かりにく
い」との指摘を踏まえ、「個人」
の欄を設定。

　Ⅰ　事業所の年間営業費用及び「主たる業務」の年間営業費用
　　　　（消費税額を含む。）

改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）改正内容

％ ％ ％ 100%％ ％ ％ ％

同業者 その他 合　計

年 間 売 上 高 ％ ％ ％ ％ ％ ％

不動産業
飲食店，
宿泊業

サービス業
（同業者を

除く）
公　務

情　　報
通信業

運輸業
卸 売・

小 売 業
金 融・

保 険 業
契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製造業
電気･ガス・
熱供給･水道

業

％ ％ ％ 100%％ ％ ％ ％％ ％ ％ ％
年 間 売 上

高
％ ％ ％

同業者

その他

合　計その他
の産業

個人

不動産
業

飲食
店，

宿泊業

サービ
ス業（同
業者を
除く）

公　務
情　　報
通信業

運輸業
卸 売・
小 売

業

金 融・
保 険

業

契 約 先
産 業 区 分

建 設
業

製造業

電気･ガ
ス

・熱供
給

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

外 注 費

媒 体 費

減 価 償 却 費

賃 借 料
土 地 ・ 建 物

機 械 ・ 装 置

百万 十万 万円

給 与 支 給 総 額

百億 十億 億 千万十万 万円 兆 千億
区 分

事 業 所 主 た る 業 務

兆 千億 百億 十億 億 千万 百万

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

区 分 兆 千億百億十億 億 千万

媒 体 費

情報通信機器

減 価 償 却 費

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

機械・
装置

給 与 支 給 総 額

外 注 費

百万十万万円

注２．過去１年間に営業用有形固定資産の取得額が無い場合は、合計欄に
　　　　「０」を記入してください。

土 地

建物・その他の有形固定資産

合 計

注１．耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の有形固定資産の取得
       額（購入手数料を含む。）を記入してください。

百万 十万 万円

機 械 ・ 設 備 ・ 装 置

百億 十億 億 千万区 分 千億千万 十万

合 計

無 形 固 定 資 産

注１．　耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を記入してください。

百万 万円

有形
固定
資産

機械・設
備・装置

情報通信機器

そ の 他

区 分

注２．　過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

注３．　「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミリ、電子計算機、
         端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ( コンピュータ設計・製造
         システム ) などをいいます。

土 地

建物・その他の有形固定資産

千億 百億 十億 億
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改正理由旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）改正内容

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数
　Ⅰ 事業所の従業者数 　Ⅰ 事業所の従業者数

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数

　Ⅱ 「主たる業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣して
　　　いる人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。)

　Ⅱ 「主たる業務」の部門別従事者数（別経営の事業所に派遣している
　　　人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。)

  当該業務に係る事業活動の実
態把握を行うため、事業活動を
行う際そこに従事する者の業務
の役割付け毎に外部依存の状
態を把握するため、内数として
別経営の事業所からの派遣の
受入状況に係る項目を設定。
　また、項目名をわかりやすくす
るため、「従事者数」を「事業従
事者数」に変更する。

　サービス産業においては雇用
形態の多様化が進み、パートや
アルバイト従業者の構成が高く
なっている。こうした従業者につ
いて「就業時間換算」での人数
を把握することにより、パート・ア
ルバイト以外の従業者と合算し
て労働生産性（従業者一人当た
りの売上高又は粗々付加価値）
の計測を行う。
　なお、「パート・アルバイトの就
業時間換算」の調査は、法人企
業統計、企業活動基本調査、商
業統計においても時間換算の
調査を行っているところ。

人 人人

調査・企画・マー
ケティング部門

媒体部門部 門 別 区 分 合　計

人

管理・営業部門

従 事 者 人人

制作部門
ＳＰ・ＰＲ・
その他

②有給役員 　④パート・

アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

女

男 人

人

　⑤臨時雇用者
　　（常用雇用者
　　以 外の雇用者）

人

人

常 用 雇 用 者

人

　③一般に正社員、正職員
  　  などと呼ばれている人

人

区 分
　①個人業主(個人経
　　 営の事業主）及び
　　 無給の家族従業者

人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所
で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人

人人

総　　計
（①～⑤の合計）

人

人人

人 人

総計のほかに別経営の
事業所から派遣されて
いる人

うち　別経営の事業所
に派遣している人

人

 ④パート・

アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３． 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間によって算出してください。

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、
「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人 （ 人） 人人 （ 人） 人女 人 人 人

人 （ 人） 人人 （ 人） 人

区 分
　①個人業主(個人経
　　 営の事業主）及び
　　 無給の家族従業者

②有給役員

常 用 雇 用 者

　③一般に正社員、正職員
　    などと呼ばれている人 (就業時間換算雇用者数)

   ⑤臨時雇用者
     （常用雇用者
    以外の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の事業所
から派遣されている人うち　別経営の事業所に派

遣している人

男 人 人 人

部 門 別 区 分 管理・営業部門

う ち 別 経 営 の事 業 所 か ら

派 遣 さ れ て い る 人
人 人 人

制作部門
調査・企画・マー

ケティング部門

人 人人

ＳＰ・ＰＲ・

その他
合　計

人事　業　従　事　者　数 人 人 人

媒体部門

人人

12



＜計量証明業調査票＞   

項目区分を一部変更 ５　年間売上高の契約先産業別割合 ５　年間売上高の契約先産業別割合

項目名の変更
項目の一部追加 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額

　Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。） 　Ⅰ 事業所の年間営業費用（ 消費税額を含む。）

項目名の変更
項目の一部追加 ６　年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額 ６　年間営業費用及び年間営業用有形固定資産取得額

　Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用固定資産取得額 （ 消費税額を含む。） 　Ⅱ 事業所の過去１年間における営業用有形固定資産取得額 （ 消費税額を含む。）

改正内容

特定サービス産業実態調査　調査事項の新旧対照表　（案）　

旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査）

　調査対象者から「個人向けの
割合の記載箇所が分かりにく
い」との指摘を踏まえ、「個人」
の欄を設定。

　情報化投資による生産性向
上を把握するため営業費用のう
ち、「賃借料（情報通信機器）」
の欄を設定。

改正理由

　情報化投資による生産性向
上を把握するため固定資産取
得額のうち、「情報通信機器」の
欄を設定。
　生産性のインプットをより正確
に把握するため「無形固定資
産」の欄を設定。

区 分 兆 百億 万円十万

土 地 ・ 建 物

千万

外 注 費

減 価 償 却 費

機 械 ・ 装 置

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

給 与 支 給 総 額

百万億千億 十億

賃 借 料

給 与 支 給 総 額

賃
借
料

土 地 ・ 建 物

兆

外 注 費

減 価 償 却 費

万円

機械・
装置

情 報 通 信 機 器

そ の 他

そ の 他 の 営 業 費 用

合 計

区 分 千億 百億 十億 億 千万 百万 十万

％ ％年 間 売 上 高 ％ ％ ％

情　 報
通信業

運輸業
卸 売・

小 売 業
金　 融・
保 険 業

契 約 先
産 業 区 分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス
・熱供給
･水道業

％ 100%

個人

％

不動産業
飲食店，
宿泊業

サービス業
(同業者を除く)

公　務 同業者

その他

合　計その他
の産業

％ ％ ％％ ％ ％ ％

億区 分 千億 百億 十億 万円百万 十万

土 地

建物・その他の有形固定資産

機 械 ・ 設 備 ・ 装 置

合 計

注１．耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の有形固定資産の取得額
　　　 （購入手数料を含む。）を記入してください。

注２．過去１年間に営業用有形固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を
　　　 記入してください。

千万

注１．

注２．

百万十億千億区 分 万円百億 十万千万億

有
形
固
定
資
産

機械・
設備・
装置

情報通信機器

そ の 他

土 地

建物・その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

合 計

耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の固定資産の取得額（購入手数料を含む。）を
記入してください。

過去１年間に営業用固定資産の取得額がない場合は、合計欄に「０」を記入してください。

注３． 「情報通信機器」とは、有線通信機器、無線通信機器、放送装置、自動交換装置、ファクシミ
リ、電子計算機、端末機器、補助装置、電子計算機附属機器、パソコン、ＣＡＤ／ＣＡＭ(コン
ピュータ設計・製造システム)などをいいます。

不動産業
金 融・

保 険 業

％ ％ ％

飲食店，
宿泊業

サービス業（同
業者を除く）

公　務
契 約 先
産業 区分

建 設 業 製 造 業
電気･ガス・

熱供給･水道業
情報通信業 運輸業

卸 売・
小 売 業

％年間売上高 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 100%

同業者 その他 合　計

％％
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改正内容 旧（平成１９年調査）新（平成２０年調査） 改正理由

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数
　Ⅰ 事業所の従業者数 　Ⅰ 事業所の従業者数

項目の一部追加 ７　従業者数 ７　従業者数

　Ⅱ 「計量証明業務」の部門別従事者数　（別経営の事業所に派遣してい
る人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

　Ⅱ 「計量証明業務」の部門別事業従事者数　（別経営の事業所に派遣し
ている人を除き、別経営の事業所から派遣されている人を含む。）

　サービス産業においては雇用
形態の多様化が進み、パートや
アルバイト従業者の構成が高く
なっている。こうした従業者につ
いて「就業時間換算」での人数
を把握することにより、パート・
アルバイト以外の従業者と合算
して労働生産性（従業者一人当
たりの売上高又は粗々付加価
値）の計測を行う。

　なお、「パート・アルバイトの就
業時間換算」の調査は、法人企
業統計、企業活動基本調査、
商業統計においても時間換算
の調査を行っているところ。

  当該業務に係る事業活動の
実態把握を行うため、事業活動
を行う際そこに従事する者の業
務の役割付け毎に外部依存の
状態を把握するため、内数とし
て別経営の事業所からの派遣
の受入状況に係る項目を設
定。
　また、項目名をわかりやすくす
るため、「従事者数」を「事業従
事者数」に変更する。

②有給役員 　④パート・

アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

総計のほかに別経営の
事業所から派遣されて
いる人

うち　別経営の事業所
に派遣している人

人

人 人人

人人

人人

総　　計
（①～⑤の合計）

人

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所
で「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人

　①個人業主(個人経
　　 営の事業主）及び
　　 無給の家族従業者

人

区 分

人

　③一般に正社員、正職員
  　  などと呼ばれている人

人

人

　⑤臨時雇用者
　　（常用雇用者
　　以 外の雇用者）

人

人

常 用 雇 用 者

女

男

部 門 別
区 分

その他

人人人人人

そ の 他

従 事 者

管理・営業
部　　　　門

合 計

人 人

一般計量
測　　　定

環境測定
作業環境
測　　　定

建 物 内
測 　　定

人

技 術 部 門

 ④パート・

アルバイトなど

注１．

注２． 「⑤臨時雇用者」とは、「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている人をいいます。

注３． 「④パート・アルバイトなど」の「就業時間換算雇用者数」は、「パート・アルバイトなど」に記入した従業者全員の総労働時間（１週間分）÷貴事業所（貴社）の所定労働時間によって算出してください。

「常用雇用者」とは、１か月を超える雇用契約者と、９月、１０月にそれぞれ１８日以上働き、現在も雇用されている人をいい、また、「④パート・アルバイトなど」は、事業所で「嘱託」、
「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。

人 （ 人） 人人 （ 人） 人女 人 人 人

人 （ 人） 人人 （ 人） 人

区 分
　①個人業主(個人経
　　 営の事業主）及び
　　 無給の家族従業者

②有給役員

常 用 雇 用 者

　③一般に正社員、正職員
　    などと呼ばれている人 (就業時間換算雇用者数)

   ⑤臨時雇用者
     （常用雇用者
    以外の雇用者）

総　　計
（①～⑤の合計）

総計のほかに別経営の事業所
から派遣されている人うち　別経営の事業所に派

遣している人

男 人 人 人

人 人 人人

人 人

人
うち別経営の事業所から

派 遣 さ れ て い る 人
人 人 人

合 計
部 門 別

区 分

管理・営業

部　　　　門

技 術 部 門

その他
環境測定

作業環境

測　　　定

建 物 内

測 　　定
そ の 他

人 人 人 人事 業 従 事 者 数 人 人

一般計量

測　　　定
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